
第 5 章 悪 臭

第 1 節 悪臭の現況

1 概 要

悪臭は 、 人の感覚 に直接知覚 さ れ る も の で個人差が著 し く 発生源は 、 製造業や畜産業な ど多種多様

であ る 。 ま た 、 悪臭公害の ほ と ん ど は低濃度の複合臭に よ る も の で あ り 、 規制 に ついて は非常に難 し

い面が あ る 。

平成 5 年度の悪臭に関す る 苦情件数は22件で あ り 内訳は次の と お り で あ る 。

悪臭の発生源業種別内訳

I製 造 業

平成 5 年度

5 。 総 件 数
2 2 件

修理工場

5 %

2 各種悪臭測定調査結果

平成 5 年度中 に実施 し た発生源 ご と の悪臭測定巍査結果は表117 の と お り で あ る 。
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表1 17 悪臭側定調査結果 (県実施分)

発生源

区 分

廷測定

施 設数

規 制

基 準

(強度 )

悪 臭 物 質 濃 度 ( p p m )

アソモーア 力ブタンメチルメル 硫化水素 硫化メチ アミソトリメチル
ニ メ *

硫 チ

化 ル

ア デ*
セ

ト ヒ

ア

ル ド

*

スチレン プロピオン酸 酪酸ノルマル 吉草酸ノルマル イン吉草酸
養 豚 業 1 区域外

. 一
ND ND ND ND

養 牛 業 1 区域外 0 . 0(X)3 ND ND ND

鶏 糞

処 理 場
1 3 . O N D ND ND 0 . 0010 N D ND ND ND ND ND

養 豚 業 1 区域外 0 . 1 0 N D ND ND ND ND ND ND ND N D

へ い 獣

処 理 場
1 区域外 0 . 20 N D 0 . 0(X)4 N D ND ND ND ND ND ND

廃 棄 物

処 理 場
1 区域外 0 . 4 9 N D ND ND ND ND 0 . 0(X)6 N D ND ND

し 尿

処 理 場
1 2 . 5 0 . 1 6 N D ND ND ND ND ND ND ND ND

魚 粉 等

製 造 業
1 区域外 0 . 1 4 N D ND ND 0 . 0033 N D ND N D ND N D

堆 肥

製 造 業
1 区域外 0 . 1 4 ND ND ND ND ND 0 . 0(X)3 ND ND ND

クフ フ ト ノひげ

製 造 業
1 3 . 5 0 . 013 0 . 030 0 . 023 0 . 015

注 1 * 印物質の規制基準は 、 規制地域全域につ い て一律臭気強度2 . 5 (表122- 2 参照)

2 N D 検出 さ れず

/
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第 2 節 悪臭防止対策

法令によ る規制

法仏 よ る規制

悪臭防止法では悪臭を防止す る こ と に よ っ て 、 生活環境を保全すべ き地域を知事が指定 し (法第

3 条 ) 、 こ の指定地域内 に あ る 工場そ の他の事業場 に お け る 事業活動 に伴 っ て発生す る 悪臭物質

(法第 2 条) “に つ い て規制基準 (法第 4 条) を定め る こ と と な っ て い る 。

悪臭規制指定地域内の事業場に は 、 規制基準の遵守義務 (法第 7 条) が課せ ら れて お り 、 指定地

域市町村長は 、 悪臭物質の排出が規制基準に適合 し な い こ と に よ り 周辺住民の生活環境が損な われ

て い る と 認め る 場合は 、 施設等の改善勧告 さ ら に は改善命令 (法第 8 条) を行 う こ と がで き 、 さ ら

に 、 水路等に おけ る 悪臭の防止 (法第12条) 悪臭が生ず る 物の焼却の禁止 (法第13条) を し て い

る 。

規制 さ れ る 悪臭物質について は 、 第 1 次規制 (昭和47年 5 月 31 日 施行 ) で 5 物質 ( ア ン モ ニ ア 、

メ チ ル メ ル カ ブ タ ン 、 硫化水素、 硫化 メ チ ル 、 ト リ メ チ ル ア ミ ソ ) 、 第 2 次規制 (昭和51年10月 1

日 施行) で 3 物質 (二硫化 メ チ ル 、 ア セ ト ア ル デ ヒ ト 、 ス チ レ ン ) が追加 さ れ 、 平成元年 9 月 の政

令の一部改正に よ り 、 第 3 次規制 (平成 2 年 4 月 1 日 施行) で 4 物質 ( プ ロ ピ オ ソ酸 、 ノ ル マ ル酩

酸、 ノ ル マ ル吉草酸、 イ ン 吉草酸) が追加 さ れ 、 平成 5 年 6 月 の政令の一部改正に よ り 10物質 ( プ

ロ ピ オ ソ ア ル デ ヒ ド 、 ノ ル マ ル ブ チ ル ア ルデ ヒ ド 、 イ ン プ チ ル ア ル テ ヒ ト 、 ノ ル マ ル バ レル ア ル プ

ヒ ド 、 イ ン バ レル ア ル プ ヒ ド 、 イ ン ブ タ ノ ール 、 酢酸エ チル 、 メ チ ル イ ン ブ チ ル ケ ト ソ 、 ト ル エ ン 、

キ シ レ ン ) が新た に告示 さ れ22物質が規制 さ れ る こ と と な っ た 。

ま た 、 平成 6 年 4 月 21 日 付 メ チ ル メ ル カ ブ タ ン 、 硫化水素 、 硫化 メ チ ル及び二硫化 メ チ ル (硫黄

系 4 物質) に つ いて排出水中 におけ る 規制基準の設定方法が定め ら れ 、 併せて 、 工場その他事業場

か ら敷地外に排出 さ れ る排出水に含ま れ る も の の排出水中 に お け る 濃度の測定方法が定め ら れた 。

(平成 7 年 4 月 1 日 施行)

本県 に お け る 悪臭規制は現在 4 市24町 4 村で規制 し て お り 、 第 1 次規制物質につ いて は表1 18 と

表1 1 9 の と お り であ り 、 第 2 次規制物質につ いて は表120 の と お り で あ り 第 3 次規制物質につ いて

は表121 の と お り で あ る 。

( 1 )
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表1 18 悪臭規制地域 ( 5 物質 ア ン モ ニ ア 、 メ チ ル メ ル カ ブ タ ン 、 硫化水素 、 硫化 メ チ ル 、 ト J メ

チ ル ア ソ )

告 示 ･

施 行 年 月 日

規 制 地 域

告 示 ･

施 行 年 月 日

規 制 地 域

市町村名
地 域 内 の 区 分

市町村名
地 域 内 の 区 分

A B CA B C

告示

昭和48 . 1 0 . 1 2

第767号

施行

昭和48 . 10 . 1 2

( 4 市 9 町 1 村 )

鳥 取 市 ○ ○
告示

昭和49 . 7 2

第571号

施行

昭和49 . 7 . 2

( 5 町 )

八 東 町 ○

米 子 市 ○ ○ 気 高 町 ○ ○

倉 吉 市 ○ ○ 関 金 町 ○

境 港 市 ○ 東 伯 町 ○ ○

名 和 町 ○国 府 町 ○ ○

郡 家 町 ○

告示

昭和56 ‐ 3 ‐ 24

第283号

施行

昭和56 ‐ 4 1

( 5日まてr 1 村 )

岩 美 町 ○ ○ ○

鹿 野 町 ○ 船 岡 町 ○ ○ ○

河 原 町 ○ ○青 谷 町 ○

羽 合 町 ○ 泊 村 ○ ○ ○

東 郷 町 ○ ○ 西 伯 町 ○ ○

三 朝 町 ○ 会 見 町 ○

赤 碕 町 ○ 告示
昭和59 . 4 . 27

第359号
施行
昭和59 . 5 . 1

( 2 町 1 村)

用 瀬 町 ○

日 吉津村 ○ ○ 佐 治 村 ○

淀 江 町 ○ ○ 中 山 町 ○ ○

告示

平成 5 . 3 . 26

第307号

施行

平成 5 、4 1

( 3 町 1 村 )

福 部 村 ○

北 条 町 ○

岸 本 町 ○

大 山 町 ○( 3 町 1 村 ) 大 山 町 ○

　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　
の縦覧に供 し て い る 。

表1 19 規制区域 と 規制基準 (昭和48年10月 12 日鳥取県告示第767号 )

※衰蝨廳麩 ア ソ モ ー ア
メ チ ル メ ノレ

力 ブ タ ン
硫 化 水 素 硫化 メ チ ル

ト リ メ チソレ

ア ミ ノ

. A 2 5 1･I▲ 0 0 02 0 . 02 o o l 0 . 0 0 5

B 3 0 2 0 . 0 04 0 06 0 . 0 5 0 . 0 2

C 3 . 5 5 0 . 0 1 0 . 2 0 2 0 07
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表120 - 1 悪臭規制地域 ( 3 物質分 二硫化 メ チ ル 、 ア セ ト ア ル デ ヒ ト 、 ス チ レ ン )

告示 ･ 施 行 年 月 日 規 制 地 域 規 制 基 準

告 示 昭 和 5 6 . 3 . 2 4
第 2 8 5 号

施 行 昭 和 56 . 4 . 1

( 4 市 5 町 2 村 )

鳥取市、 米子市、 倉吉市、 境港市、 岩美町、 船岡町、

河原町、 泊村、 西伯町、 会見町、 日 吉津村
臭気強度 2 . 5

告 示 昭 和 58 . 6 7
第 5 1 4 号

施 行 昭 和 5 8 . 6 . 1 4

( 1 4 町 )

国府町、 郡家町、 鹿野町、 青谷町、 羽合町、 東郷町、

三朝町、 赤碕町、 淀江町、 八東町、 気高町、 関金町、

東伯町、 名和町

臭気強度 2 . 5

告 示 昭 和 5 9 . 4 . 2 7
第 3 5 9 号

施 行 昭 和 59 . 5 . 1

( 2 町 1 村 )

用瀬町、 佐治村、 中山町 臭気強度 2 . 5

告 示 平 成 5 . 3 . 2 6
第 3 0 7 号

施 行 平 成 5 . 4 . 1
( 3 町 1 村 )

福部村、 北条町、 岸本町、 大山町 臭気強度 2 . 5

圏 規制区域は 5 物質規制区域 と 同一

ゆ 表拗-' 規制区域 と 規制基準 (昭和,.芻 駝鋼鳥取県告示第,絹)

"＼･ご＼"~"~~満へ、麩遜区 域 気 強 度 ( p p m )
二 硫 化 メ チ ル アセ ト アルデ ビ ド ス チ レ ン

規制地域全域 2 . 5 0 . 0 0 9 0 . 0 5 0 . 4

表121 - 1 悪臭規制地域 ( 4 物質分 プ ロ ピ オ ソ酸、 ノ ル マ ル酪酸、 ノ ル マ ル吉草酸、 イ ン 吉草酸)

告示 ･ 施 行年 月 日 規 制 地 域 規 制 基 準

告 示 平 成 5 . 3 2 6

第 3 0 7 号

施 行 平 成 5 . 4 . 1

( 3 町 1 村 )

鳥取市、 米子市、 倉吉市、 境港市、 国府町、 岩美町、

福部村、 郡家町、 船岡町、 河原町、 八東町、 用瀬町、

佐治村、 気高町、 鹿野町、 青谷町、 羽合町、 泊 村、

東郷町、 三朝町、 関金町、 北条町、 東伯町、 赤碕町、

西伯町、 会見町、 岸本町、 日 吉津村、 淀江町、 大山町、

名和町、 中山町

臭気強度 2 . 5

表12 1 - 2 規制区域 と 規制基準 (平成 5 年 3 月 26 日 鳥取県告示第307号)

"＼＼"＼"~~"＼"臭＼~＼＼竪趨鬘区 域 気 強 度 ( p p m )
プ ロ ピ オ ソ 酸 ノ ル マ ル 酪酸 ノ ルマル吉草酸 イ ン 吉 草 酸

規制地域全体 2 . 5 0 . 0 3 0 . 0 0 1 0 . 0 0 0 9 0 . 0 0 1
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表122 悪臭物質の臭気強度別濃度

臭 気

強 度

ア ソ

モーア

メ勢レメル

カ プ タ ソ

硫 化

水 素

硫 化

メ チノレ

ト J メチ

ルア ミ ソ

二 硫 化

メ チ ル

アセ ト ア

ルテヒ ド
スチレン

プロ ピオ

ソ 酸

ノ ルマル

酢 酸

ノ ルマル

吉 草 酸

イ ン

吉 草 酸
備 考

2 . O 0 . 5 0 ,鮭 0 . 006 0 . 003 0 . 001 0 . 003 0 . 01 0 . 2 0 . 01 0 ,鰔 0 ,鮭 0 ,鮭

2 . 5 1 0 ,饅 0 . 02 0 . 0 1 0 . 005 0 . 009 0 . 05 0 . 4 0 . 03 0 . αぬ 0 ･◎ 0 .α汎
総理府 令 に よ

る 下 限

3 . O 2 Q饅 0 . 06 0 . 05 0 . 02 0 . 03 0 . 1 0 . 8 0 . 07 0 ,鰡 0 ,鰡 0 ,饅

3 . 5 5 0 . 01 0 . 2 0 . 07 0 . 1 0 . 5 2 0 . 2 0 . 2 0 ,鵤 0 ,饅 0 . 01
総理府令 に よ

る 上 限

4 . O 10 0 . 03 0 . 7 1 0 . 2 0 . 3 1 4 0 . 4 0 .僻 0 ,嬬 0 . 03

臭 気

強 度

プロ ピオソ

アノザヒ ド

ノ ノ費ルブチ

′しのげヒ ド

イ ンブチル

アノ冴メヒ ド

ノ ノ閃ルミレ

′しのげ雄

イ ンバレノレ

アノ牙“ヒ ド

イ ンブタ

ノ ー ル

酢 酸

エチル

メ チルイ ン

プチルケ ト ソ
ト ルエン キシ レン 備 考

2 . O 0 . 02 0 . 003 0 . 008 0 . 004 0 . 001 0 . 2 1 0 . 7 5 0 . 5

2 . 5 0 . 05 0 . 009 0 . 02 0 . 009 0 . 003 0 . 9 3 1 1 0 1
総理府令 に よ

る 下 限

3 . O O J 0 . 03 0 . 07 0 . 02 0 . 006 4 7 3 30 2

3 . 5 0 . 5 0 . 08 0 . 2 0 . 05 0 . 01 20 20 6 60 5
総理府 令 に よ

る 上 限

4 . O 1 0 . 3 0 . 6 0 . 1 0 . 003 70 40 10 100 10

(単位 : p p m )

(2) 条例によ る規制

屋外におけ る 燃焼行為に伴い発生す る ばい煙 、 悪臭等を規制す る た め 、 鳥取県公害防止条例に よ

り 昭和63年10月 1 日 か ら 、 ゴ ム 、 皮革、 合成樹脂、 廃油 、 硫黄及び ピ ッ チ並びに こ れ ら を含む物を

屋外にお いて燃焼 さ せ る こ と を禁止 し て い る 。

2 悪臭防止対策

悪臭規制地域内 にお い て 、 悪臭物質を排出 し て い る 事業場に対す る 施設の改善指導、 悪臭物質の測

定等 に関 し て は 、 市町村長に権限か委任 さ れて し ･ る が 、 悪臭物質の補集測定分析について は 、 現在の

と こ ろ市町村では測定体制の整備が困難な ため 、 県 は測定、 分析等に関 し て積極的な援助を行 っ て し ･

る と こ ろ で あ る 。 し か し な が ら 今後は 、 市町村に即応性の あ る 悪臭分析体制が確立 さ れ る こ と が望 ま

れ る 。

現在 、 法律で規制 さ れて い る 悪臭物質は22物質に限 ら れて い る が 、 悪臭物質は他に も 多 く 、 複合悪

臭 も あ り 、 法規制 と 悪臭被害の実態 と に差があ る こ と 、 更に技術的な面で悪臭物質を的確に把握 し難

い等の問題点が あ る が 、 地域住民か ら 苦情が あ れば 、 発生原因者に対 し て施設、 作業方法等の改善等

必要な措置に よ っ て悪臭被害を防止す る よ う 指導 し て い る 。
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第 6 章 地 盤 沈 下

本県の地盤沈下は建設省国土地理院が実施 し た水準測量に よ っ て 、 鳥取市本町 (遷喬小学校) に あ る

一等水準点で昭和40年か ら 45年 ま で に13 8 cmの沈下が観測 さ れ た 。

ま た 、 環境庁は昭和46年度 に地盤沈下 メ カ ー ズ ム研究会に全国捌査を委託 し 、 鳥取平野がそ の対象 と

し て概況凋査が行われた。

県では 、 こ れを契機 と し て昭和48年度に専門家に よ る 地盤沈下協議会を設置 し 、 昭和49年度鳥取市に

水準点 5 ,点 を 設置す る と と も に国土地理院に水準測量を要請 し 、 そ の後 、 昭和51~53年度 に県 国土地

理院共同で 、 昭和54年度以後は県単独で 、 水準測量を実施 し て い る 。

な お 、 調査対象地域を鳥取県地盤沈下崗査協議会報告に基づ いて 、 昭和6 1年度か ら 一部変更 し た 。

1 昭和60年度以前の測量と の相違点

(1 ) 沈下が “ま ば安定 して き て い る 市街地南部におけ る 測量を縮小 し た 。

(2) 千代川左岸の北部地域に仮点 ( 3 地点) を 設置 し 、 測量を開始 した 。

I2 平成 5 年度の測量によ る地盤沈下状況

平成 5 年度 (H4 . 7~H5 . 7 ) の 1 年間の地盤沈下状況は 、 水準点10点中最大が 、 秋里 [ 因幡浄苑 :

水準点番号(7) ] の 1 . 1 o cmで あ り 年間 1 cm以上の沈下が観測 さ れた の は上。己 1 地点のみであ り 市街地

北部の水準点で あ る 。

市街地北部の他の水準点 につ い ては 、 江津 [ ,鳥取県立中央病院 . 水準点番号(8 ) ] の 0 . 89卸が最 も 大

き く 、 秋里 [荒木神社 " 水準点番号(9)] の0 . 4 1 cmが最小 と な っ て い る 。

市街地南部に おけ る 沈下状況は 、 寿町 [西中正門前 水準点番号(1 ) ] で0 . 32 cm 、 本町一丁 目 [遷喬

小 水準点番号1067 ] で0 . 1 8 cm と な っ て い る 。

沈下量の推移

昭和49年度か ら測量を実施 し て い る 4 地点の中で 、 最 も 沈下量の大 き い 田 園町三丁 目 [国道29号線

田園町交差点北西10o m : 水準点番号029 一 1 1 9 ] に つ いて み る と 、 昭和49~55年度 の年間沈下量は 、 3 .

90~3 . 55 cmで 、 毎年ほ ぼ同程度の沈下量であ っ た の に対 し 、 昭和56年度か ら 年々 沈下量は減少 し て き

て お り 、 昭和60年度以降は 1 cm未満の沈下 と な り 、 平成 5 年度の沈下量 も 0 . 53 cm と な っ て い る 。

他の 3 地点に つ い て も 、 平成 5 年度の沈下量 と 昭和49~平成 4 年度の年間沈下量を経年的に比較す

る と 、 年度 に よ り 増減は あ る も の の 、 いずれの水準点 も 沈下量は減少か横ばい の状況であ る 。

3
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ま た 、 昭和53~55年にかけて新たに測量を開始 した 6 地点について も 、 年度に よ り 増減は あ る も の

の 、 沈下量は以前に比べて減少 し て き てお り 、 中で も 累 。十沈下量が最大を示す田園町四丁 目 [建設省

鳥取工事事務所 水準点番号 ｢建｣ ] につ いて は 、 平成 2 年度以降年間沈下量が 1 cm未満 と な っ て い

る 。

次に水準点の中で年間 2 cm以上沈下 した地点の数をみ る と 、 昭和56年度が 5 地点 、 昭和57年度が 4

地点 、 昭和58 、 59年度が 3 地点で あ っ た か 、 昭和60年度以降は 0 地点 と な っ て い る 。

以上に よ り 全体的にみ る と 、 市街地北部を含め 、 鳥取市の地盤沈下は鈍化 ま た は横ばいの傾向 と

な っ て い る 。

4 地盤沈下原因の推定

鳥取平野は 、 千代川 の流域に発達 した沖積平野で 、 層厚50m程度の洪積層 と 、 層厚30 m程度の沖積

層が発達 し 、 い わ る 軟弱地層 と な っ て い る 。

地盤沈下の原因 にっ し ･ て は 、 沖積層の粘土層 、 特に軟弱な上部粘土層 (層厚 5 ~1o m程度) の圧密

に よ る も の と 想定 さ れ る が 、 地層の状況、 地下水利用及び都市化の進捗状況等に よ り 地区 に よ っ て

沈下量に差が見 ら れ る も の と 思われ る 。
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表123 鳥取市内各水準点の沈下量 〈単位 cm〉

水 準 点 番 号
0 2 9

1 1 9

0 0 9

2 0 9
( 1 ) 1 0 6 7 ｢ 建 ｣ (7) (8 )

0 0 9

2 1 0
(9 ) (1の

所 在 地 田園町三丁目 松並町二丁目 寿町 本町一丁目 田園町四丁目 秋里 江津 安長 秋里 秋里
平成 5 年度の沈下量

[H . 4 . 7 ~H5 . 7 ]
0 . 53 0 . 58 0 . 32 0 . 1 8 0 . 79 1 . 10 0 . 89 0 . 78 0 . 41 0 . 49

昭和49年度~

平成 5 年度の沈下量

[S49 . 6~H5 . 7]

( ) は平均年間沈下量 盪滋○ 19 . 03

( 1 . 00 )

17 . 67

( 0 . 93)

12 . 35

(0 . 65 )

注2)

S53 . 7

~H5 . 7

34 . 79

(2 . 32)

注3)

S55 . 7

~モI5 . 7

24 . 62

( 1 . 89)

注3)

S55 . 7

~H5 . 7

2 1 . 94

( 1 . 69 )

注3)

S55 . 7

~曲, 7

14 . 48

( 1 . 1 1 )

注3)

S55 . 7

~H5 . 7

7 . 86

(0 . 60)

注3)

S55 . 7

~H5 . 7

9 . 95

( 0 . 77 )

備 考 国道"号線田園町交差点から北西一〇0m 国道9号線城北公園前
西中正門前

遷

喬

小

学

校

建

設

省

鳥

取

工

事

事

務

所

因

幡

浄

苑

中

央

病

院

国

道

9

号

線

安

長

ノ ミ

ス

停

目 ｣

荒

木

神

社

工

業

試

験

場

注 1 ) 029 1 19は 、 平成 2 年度に水準点が改理 さ れたため 、 平成元年度 ま での累 。十沈下量を示 し た 。

2 ) ｢建｣ は 、 昭和53年か ら 測量を 開始 し た も の 。

3 ) ( 7) 、 (8 ) 、 009 21 0 、 ( 9) 、 回りの 5 ,点は 、 昭和55年度か ら測量を開始 した も の 。
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図12 主な水準点の累。十沈下量

(年 月 )
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図1 3 鳥取市地盤沈下等量線図 (平成 4 年 7 月 ~平成 5 年 7 月 の沈下量 cm)
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第 7 章 そのほかの環境汚染物質

第 1 節 休廃止鉱山の重金属

｢農用地の土壌の汚染防止等に関す る 法律｣ (昭和45年12月 25 日 法律第139号 ) では土壌汚染の原因

と な る 物質の う ち 、 人の健康上問題が あ る も の と して カ ド ミ ウ ム が 、 又 、 農作物の生育上問題が あ る も

の と し て銅 、 砒素が指定 さ れてい る 。

カ ド ミ ウ ム に つ いて は玄米中の含有量 1 mg/kg以上 、 銅につ いて は土壌中の含有量125 mg/爬以上 、

砒素につ い て は土壌中の含有量15 mg/鱈以上の も の がそれぞれ被害が あ る と さ れて い る 。

休廃止鉱山のなかでは 、 現在 ま で鉱害 と し て問題にな っ て い る も の は 、 岩美町荒金の岩美鉱山であ る 。

〔岩美鉱山〕 明治22年 に開坑 さ れた鉱山で 、 銅を含ん だ鉱水は下流の小田川流域の水田約140ヘ ク タ ー

ル に被害を及ば し 、 昭和46~47年にかけて実施 し た嗣査では88検体の玄米の う ち22検体の玄米に カ ド

ウ ム の人為的汚染 ( カ ド ミ ウ ム 0 . 4 mg/焔以上) が認め ら れたが 、 食品衛生法上食品 と し て取 り 扱わ れ

ない カ ド ウ ム 1 mg/焔以上を含む玄米は認め ら れ な か っ た。

ま た 、 土壌につ いて は 、 昭和54~60年 にかけて実施 し た鼻査で米の収量に影響があ る と判断 さ れ る 12

5 mg/爬以上の銅を含む土壌が 18 1地点中92地点あ り 、 こ の巍査結果に基づ き 、 小田川地域の農用地53 . 4

ha (台帳面積) を農用地土壌汚染対策地域 と し て昭和61年 2 月 14 日 指定 し た 。 ま た 9 月 24 日 、 農用地

土壌汚染対策。十画及び公害防止事業費事業者費用負担。十画 を樹立 し 、 昭和62年度か ら公害防除特別土地

改良事業に着工 し 、 土地改良対象面積1 14 . 9ha中 、 平成 5 年度中で100 . 7ha終了 して い る 。

な お 、 鉱害対策 と し て昭和47~平成 5 年度 に事業費累 。十1 , 930 , 452千円で坑廃水処理施設、 沈殿物堆

積場の設置及び整備 、 堆積場鉱害防止工事、 大切坑道補修工事等を行 っ て き て お り 、 平成 5 年度は事業

費337 , 105千円 で鉱害防止工事等を実施 し た 。

第 2 節 水銀等重金属類の汚染状況

水銀等に よ る 環境汚染 、 食品汚染の実態を知 る た め 、 農用地について土壌 、 農作物凋査を実施す る と

と も に 、 県 内水場魚介類 9 検体、 県外水場魚ヂ類10検体につ い て魚介類崗査を行 っ た 。 そ の結果は表の

と お り であ る 。

1 土壌、 農作物調査

小田川流域の水 田 140ヘ ク タ ー ル に対 し 、 玄米中 の カ ド ウ ム 含有量につ いて 4 地点で調査を実施

し た 。

そ の結果につ い てみ る と 、 玄米中の カ ト ウ ム 含有量は 4 地点平均で0 . 3 1 mg/蛇であ り 、 ｢食品衛

生法｣ で定めて い る 玄米の カ ト 、 ウ ム 基準値 1 mg/鱈を上回 る も の はな く 、 食糧庁長官通達で食用以

外の用途に売却す る こ と と さ れて い る 0 . 4 mg/鱈以上が 1 地点で検出 さ れて い る 。
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表124 平成 5 年度凋査結果 (単位 mg/ kg )

地 区

玄 米 中 の カ ド ミ ウ ム

覊 査地 点数 最高値~最低値 平 均 値

岩 美 町 高 住

" 太 田

2

2

0 3 1 () 0 1 9

0 . 4 0 () 0 . 3 4 ,

0 . 2 5

0 . 3 7

合 。十 4 0 4 0 () 0 1 9 0 . 3 1

資料 平成 5 年度農蚕園芸課凋査

◎ 2 魚介類詞査
県内水場魚介類 9 検体、 県外水場魚介類10検体につ いて総水銀の覊査を行 っ た が 、 いずれ も 暫定的

規制値 (昭和48年 7 月 23 日 厚生省暫定的規制) 総水銀0 . 4ppmを下回 っ て い る 。

表125 魚介類覊査結果

区 分

総 水 銀

備 考

検 体 数 適 不 適 最 高 値 最 低 値 平 均 値

県内水場魚介類 9 9 O
PPm

0 . 0 2

PPm

N D

PPm

0 . 0 1

県外水場魚介類 10 10 O 0 . 2 6 0 . 0 1 0 . 0 8

。十 19 19 O 0 . 2 6 N D 0 . 0 5

値) 平成 5 年度衛生課調査

N D 検出 さ れず (0 . 0 1未満)
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第 3 節 P C B の汚染状況

P C B に よ る 食品の汚染の実態を知 る た め暫定的規制値の設け ら れて い る 食品30検体の嗣査を行 っ た

が ･ い ずれ も 暫定的規制値 (昭和47年 8 月 2e 日 厚生省暫定的規制) を下回 っ て し 、 た o

表126 食品錮査結果

種 類 別
総検

体数

検 出 値
暫定的

規制値
道 不適 備 考

最高値 最低値 平均値

魚介類
県 内 水 場 9

PP m

0 . 0 4

PPm

N D

PP m

0 . 0 1

PP m

0 . 5 9 0 あ じ、 いわ し、 かつお、

かます、 かれい、 きす、

さば、 しまめいか、 とびう お、

はま ち、 ひ らめ、

べにずわいがに、 さんま 、

はた

県 外 水 場 10 0 . 0 5 N D 0 . 0 2 0 . 5 10 0

。十 1 9 0 . 0 5 N D 0 . 0 2 0 . 5 1 9 0

牛 乳

｢

乳 製 品

肉 類 7 N D N D 0 . 5 7 O 牛肉 、 豚肉 、 鶏肉

卵 類 3 N D N D 0 . 2 3 0 鶏卵

合 。十 29

値) 平成 5 年度衛生課調査

N D 検出 さ れず (0 . 0 1未満)
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第 8 章 廃 棄 物

廃棄物の処理は 、 廃棄物の処理及び清掃に関す る 法律 (昭和45年法律第137号 、 以下 ｢廃棄物処理法｣

と い う 。 ) に基づ いて行われて い る 。

近年 、 経済活動の活発化 、 国民の生活様式の変化に伴い 、 廃棄物の発生量が増加 し 、 そ の種類 も 多様

化 してい る 一方で、 廃棄物処理施設の確保が困難 と な っ て お り 、 ま た廃棄物の不法投棄等の不適正な処

理が大 き な社会問題 と な る な ど 、 廃棄物の処理を取 り 巻 く 状況は極めて深刻な も の と な っ て い る 。

こ の た め 、 国 に おい て廃棄物の処理に関す る 諸制度の抜本的な見直 し が な さ れ 、 平成 3 年10月 に廃棄

物の排出抑制や減量化、 再生利用 を 明示 し た廃棄物処理法の大幅な改正が行な われた 。 (平成 4 年 7 月

改正法施行)

今後の廃棄物対策は 、 経済社会活動の あ ら ゆ る 段階において 、 廃棄物の発生を抑制 し 、 再利用 、 資源

化を徹底す る と と も に 、 適正処理を 図 る こ と が基本 と な る 。

廃棄物処理法において は 、 廃棄物は 、 次表に示す と お り 事業活動に伴 っ て排出 さ れ る も の の う ち法令

で特定 さ れた産業廃棄物 と 、 そ れ以外の一般廃棄物に分類 さ れ る 。 一般廃棄物 と 産業廃棄物は 、 それぞ

れの処理体系に従 っ て処理 さ れ る が 、 一般廃棄物の処理は市町村の固有事務 と さ れ 、 産業廃棄物は排出

事業者の処理責任が 明定 さ れて い る 。

表127 廃棄物の分類

特別管理一般廃棄物 ( 法第 2 条第 3 項)

仁梁慰 む突き耳聡
( 事業系一般廃棄物 ) I

ご み

廃 棄 物　　　　　　　　　　
( 法第 2 条第 4 項 )

特別管理産業廃棄物 ( 法第 2 条第 5 項)

第 1 節 一般廃棄物

1 一般廃棄物の現況と対策

一般廃棄物は 、 し尿 と ごみ に大別 さ れ る が 、 市町村は こ れ ら の処理につ い て 、 廃棄物処理法に定め る

と こ ろ に よ り 所定の 。十画 を策定 し 、 こ れ に基づ き再生 、 収集 、 運搬 、 処理処分をす る こ と に な っ て い

る 。

収集 さ れた一般廃棄物を生活環境の保全上支障のな い よ う 適正に処理処分す る た め 、 各市町村 におい
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て廃棄物処理施設の整備 に努めて い る 。

( 1 ) し尿処理

し尿は 、 公共下水道において処理 さ れ る も の を除 き 、 市町村 組合が し尿及び浄化槽汚泥を 。十画的

に収集 し処理 し て い る 。

近年、 公共下水道の整備及び浄化槽の普及に伴い 、 水洗化人 口 が増加 して い る た め 、 市町村 組合

の し尿処理施設に よ る 処理量は減少 し てい く 傾向 に あ る 。

し か し 、 下水道の整備 には 、 長期にわた る 建設期間が必要であ る こ と な どか ら 、 今後 も し尿処理施

設の役割は大 き い も の が あ る のが現状であ る 。 “

平成 4 年度におけ る し尿の処理状況については 、 図14 に示す と お り で あ る 。

ま た 、 し 尿処理施設及び コ ー プ ィ プ フ ソ ト の整備状況等は表128及び表129 に示す と お り であ る 。

図 14 し尿処理系統図 (平成 4 年度) (単位 人, kQ )

①

総

人

ロ

620 , 845

②

露

痿
人
口

620 , 845

③

雍
人
ロ

296 , 253

⑤公共下水道

人 口 106 , 486

⑥浄化槽人 口

184 , 403

⑦ コ ミ プ フ 人
ロ

5 , 364

④

莢
実
口

324 , 340

⑧

議
実
ロ

273 , 684

⑨ 自 家処理人
口

50 , 656

排水
下水道終末処理場

浄 化 槽

(馨簑麹が処理)

コ 、 一テ ィ プ フ ソ ト

⑩

。十画区域率 ②/① × 100 = 100 . 0%

水洗化率 ③/①刈慌 47 . 7% {鰯槽
非水洗化率 ④/① × 1 00= 52 2%

計画収集率A ⑧/① × 1 00= 44 . 1% 計画収

自 家処理率A ⑨/① × 1 00= 8 . 2% 自 家処

1 人 1 日 当た り し尿収集量

(⑩+⑪-⑯) × 10 3 ÷⑧÷365= 1 . 51 ′ /入 日

1 人 1 日 当た り し尿排出量

(⑩+⑪十⑭-⑮) × 10 3 ÷④÷365= 1 . 52 ′ /人

計画収集率B

自 家処理率B

日

⑱泥でい

63 , 468
し 尿処理施 設

196 694

⑪ 下 水 道 投 入
17 414

⑫ 自 家

⑤/① × 100= 17 . 2%

⑥/① x 100= 29 . 7%

⑧/④× 100= 84 . 4%

⑨/④ × 100= 15 . 6%

1 人 1 日 当 た り 浄化槽汚でい収集量

⑬ × 10 3 ÷⑥÷ 365= 0 . 94 “ /人 ･ 日

処 理

28 812
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表128 し 尿処理施設の整備状況 (平成 5 年 3 月 末現在)

設置主体名
施 設 の

名 称
施 設 の 所 在地

A

施 設 の

規 模

( kg / 日 )

処理方式
稼 働 開

始 年 月

B

平 成 4

年度中の
年間処理
実 績
( kg / 年 )

B

A X年間
稼働日数

残 渣 量

( t /年)

東 部 広 域 行

政 管 理 組 合
因 幡 浄 苑

鳥取市秋 里

1 0 3 7番地
1 7 0

好 気 性

消 化

昭和

46 . 1 1
6 0 , 6 8 1 0 . 9 8 138

中 部 広 域 行

政 管 理 組 合

日 の 宮

浄 苑

倉吉市小 田 字

日 の 宮 3 番地
1 2 0

嫌 事気 性

消 化

昭和

40 . 7
4 2 , 5 2 8 0 . 9 7 555

米 子 市 ほ か

9 か 町 村 衛

生 施 設 組 合

米 子

浄 化 場

米子市安 倍

2 1 3 番地
1 4 5

高 負 荷

脱 窒 素

平成

2 . 12
4 8 , 6 9 9 0 . 9 2 1 , 366

白 浜

浄 化 場

西伯 郡淀 江 町

中 間 8 5 6番地
8 0

高 負 荷

脱 窒 素

平成

2 . 12
2 3 , 6 1 7 0 . 8 1 332

境 港 市
境 港 市
浄 化
セ ン タ ー

境港市小篠津 町

3 6 3 2 番地 1
5 0

高 負 荷

脱 窒 素

平成

元. 12
1 5 , 0 4 3 0 . 8 2 848

日 野 町 ･ 江

府 町 ･ 日 南

町 衛 生 施 設

組 合

清 化 園
日 野郡江府 町大字

佐川 2 番 地
3 0

二 段 活 性

汚 で い

昭和

58 . 3
6 , 1 2 6 0 . 5 6 42

。十 5 9 5 1 9 6 , 6 9 4 2 , 281

(平成 5 年 3 月 末現在)

“掟愈逡 目 処 理 方 式
。十画処理人 口

国

実 処 理 人 口

閃

計 画 1 日

最 大 汚 水 量

( が / 日 )

竣 工 年 月

米子市河崎団地

汚 水 処 理 場
長時間ば っ 気 3 , 000 1 , 857 900 昭和48年 3 月

米子市富益団地

汚 水 処 理 場
ん7 2 , 000 1 , 820 600 昭和55年 3 月

米 子 市 旭 が 丘

汚 水 処 理 場
れッ 480 4 19 120 昭和55年 3 月

船 岡 町新庄地 区

地域 し尿処理施設
接 触 ぼ っ 気 254 2 1 1 94 昭和62年 3 月

境 港 市 弥 生

下 水 処 理 場
イン 1 , 250 1 , 057 340 平成 5 年 3 月

表129 コ ミ ー ブ イ プ フ ソ ト
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( 2) ごみ処理

地域住民の 日 常生活に伴 っ て排出 さ れ る ごみ は 、 図15の と お り 年 々 増加す る 傾向 に あ り 、 最終処分

場等処理施設の確保が困難化 し て い る状況か ら 、 ごみ の排出量を抑制す る と と も に資源化を推進す る

こ と が重要な課題 と な っ て い る 。

平成 4 年度 におけ る ごみ処理の状況は 、 図16及び図17の と お り で あ る が 、 市町村の収集。十面 に よ り

収集 さ れて い る も の は 、 計画処理区域内の総排出量の85% 、 直接搬入量は 9 % 、 自 家処理量は 6 %で

あ る 。

な お 、 ご み処理施設整備状況は 、 表1 30 、 表王3 1 の と お り であ る 。

図 15 県内年間 ごみ排出量の推移

単位 ト ソ ノ年

排 250 900

出 200 , 000
量

/

年 度
昭 和 5 8

年 度

昭 和 5 9

年 度

昭 和 6 0

年 度

昭 和 6 1

年 度

昭 和 6 2

年 度

昭 和 6 3

年 度

平 成 元

年 度

平 成 2

年 度

平 成 3

年 度

平 成 4

年 度

□収集総量 173 , 3 1 6 1 63 , 99 2 1 63 , 6 1 2 1 7 3 , 1 9 1 1 86 , 97 2 1 94 , 568 202 , 1 05 2 04 , 2 6 3 2 02 , 60 7 203 , 5 6 3

□直接搬入ごみ量 1 9 , 3 1 1 20 , 38 7 22 , 97 1 2 6 , 2 9 6 2 3 , 4 1 6 2 3 , 0 9 4 2 3 , 96 0 2 2 , 7 9 9 2 2 , 55 0 2 2 , 6 1 7

圀 自家処醜〆 32 , 9 52 32 , 87 2 26 , 1 9 0 2 2 , 64 3 2 3 , 38 7 2 1 , 40 0 1 9 , 46 6 1 7 , 0 8 7 1 3 , 68 5 1 3 , 6 3 5

。十 2 2 5 , 579 2 1 7 , 2 5 1 2 1 2 , 77 3 2 2 2 , 1 3 0 2 33 , 77 5 2 39 , 06 2 245 , 5 3 1 244 , 1 4 9 2 38 , 84 2 23 9 , 8 1 5

ト＼



図16 ご み処理系統図 (平成 4 年度 ) (単位 人 , t )

①

総

人

口

620 , 845

②

。十

画

処

理

区

域

内

人

ロ

620 , 845

③

。十

画

収

集

人

口

614 , 157

⑤収集 ご み量

203 , 563

混 合 ご み
O

可 燃 ご み
169 , 1 76 l

不 燃 ご み

28 , 599 l
253

2 , 472

資 源 ご み
155

そ の 鍵
④

目

家

処

理

人

口 ＼

6 , 688

粗 大 ご み
5 , 498

⑥直接搬入とみ

22 , 6 1 7

⑤収集 ご み量 24 ' 632 直接埋立 舛 最終処分場203 , 563

- 得 れ謝84脳 〉中毒繊麗ギ凝妾の不桜.州 “
資 源 ご み -- 焼却以外の中間処理施設

253 :“ が麓 1し 688 >-- 燈繊 r , 一 - - - - - - - - i,
1 35 4 , 995 >廳珍讓叶 - - - - - - - - - - - - - - ｣- 粗 大 ご み 2 , 472 :

⑥直接ぎ超 o 対隨誉讓 ｢ - - - - - - - - - - - -o- “
22 , 6 1 7

⑦鞠理量 ノ〉 365 > - そ の 他 仁一 - - - 一 - - - -銘611 3 , 635
施設処理に

伴 う 資源化量

> 2 , 951

。十画収集区域率 ②÷① x 100= 100 . 0% 市民団体等に よ る :

。十画収集率 ③÷① x 1oo= 98 . 9% 集団回収量8 , 912

1 人 1 日 当た り ごみ排出量 (収集対象) ⑤ × 10 6 ÷③÷ 365= 908 g /入 日

1 人 1 日 当た り ごみ排出量 (総量) (⑤+⑥十⑦) × 10 6 ÷②÷365= 1 , 058 g /入 日

図1 7 ご み処理の状況 (平成 4 年度 )

自 家処理

13 , 635 t /年

資源化 (5 . 7%)
2 , 95 1 t /年

( 1 . 2%)

埋立処分

38 , 486

t /年

( 16 . 0%) 総排出量

239 , 815 t /年 焼却処理

( 100%) 1 84 , 743
t /年

値) 埋立処分には 、 焼却灰を含 ま な い 。

(77 . 1%)

-139-
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表130 ご み処理施設 (粗大 ごみ処理施設を除 く ) 整備状況 (平成 5 年 3 月 末現在)

設置主体名 施設の名称 施設の所在地

A

類樅
( t/ 日 )

炉 型 式
稼働開

始年月

B

平 成 4
年度中の
鍋曰雌

実 績
( t / 年 )

稼働率
B

(論 賛籔)
残 渣 量

( t / 年 )

鳥 取 市
神 谷

清 掃 工 場
鳥取市西今在家地内 27 0

全 連 続

燃 焼 式

平成

3 . 1 1
5 1 , 0 3 5 0 . 5 6 5 , 7 3 3

国 府 町 こ く ふ浄苑
国府町岡益

524 , 525
6
機 械 化

バ ッ チ式

昭和

46 . 1 2
2 , 5 05 1 . 7 0 1 7 5

岩 美 町
岩 美 町

清 掃 工 場

岩美町大字浦富字坊

谷
30 んツ

昭和

53 . 6
3 , 0 2 4 0 . 4 6 363

福 部 村 福 部 浄 苑 福部村大字中109 6 れッ
昭和

50 . 4
950 0 . 5 5 72

河 原 町
河 原 町

ごみ処理場

河原町大字郷原

434 -‐ 2
8
機 械 化

バ ッ チ式

昭和

52 . 4
4 , 0 39 1 . 67 234

若 桜 町
若 桜 町 営

塵芥処理場
若桜町大字浅井 1 0 ん7

昭和

51 5
1 , 0 1 3 0 . 35 2

智 頭 町
智 頭 町
ク リ ー ン

セ ン タ ー

智頭町南方57 1 6
機 械 化

ハ ッ チ式

平成

2 . 4
2 , 1 1 8 0 . 4 5 222

八 頭 東 部

環境施 設組合

組 合 立

ごみ処理場

船岡町大字水 口
142- 2

20 れ7
昭和

50 . 1 0
5 , 1 5 5 0 . 8 9 2 1 9

佐 治 用瀬 ご み

処理施 設組合
た7

佐治村大字葛谷字水

工谷478一2
1 2 れ7

昭和

48 . 7
2 , 0 56 0 . 60 58

気 高 郡

衛生施 設組合
ん7

気高町大字八束水字

ガー ガ谷
20 ん7

昭和

48 . 4
4 , 9 4 6 0 . 8 1 44 1

中 部 広 域

行政管理組合

向 山

清 掃 工 場
倉吉市和田東町893 36 れ7

昭和

44 . 8
8 , 7 1 9 0 . 9 3 8 5 4

東 伯

清 掃 工 場
東伯町田越104 50 ん7

昭和

49 . 1 2
1 9 , 8 3 6 1 . 5 2 1 , 9 4 2

米 子 市
米 子 市

清 掃 工 場
米子市河崎3333 290

連 続

燃 焼 式

昭和

54 . 4
5 3 , 0 4 7 0 . 5 3 7 , 0 8 5

境 港 市
境港市清掃

セ ン タ ー
境港市中野町2080 60

准 連 続

燃 焼 式

昭和

63 . 1
1 2 , 4 9 7 0 72 1 , 3 8 1

閨彈灯を劫"劾嚥清

掃施設管理組合
能竹焼却場 西伯町能竹 1 0

機 械 化

バ ッ チ式

昭和

55 . 6
1 , 6 7 5 0 . 5 4 1 3 8

日 吉 津 村
日 吉 津 村

塵芥処理場

日 吉津村 日 吉津

1866
3 ん7

昭和

56 . 1
943 1 . 0 4 1 0 8

が
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設置主体名
施 設 の

名 称
施 設 の 所 在 地

A

施 設 の

規 模

( t / 日 )

処理方式
稼 働 開

始 年 月

B

平 成 4
年度中の
年間処理
実 績
( t / 年 )

B

A X年間
稼働日数

残 渣 量

( t/年 )

淀 江 町
淀 江 町

ご み 焼却場

淀 江 町 大 字 福 岡

字 高 尾 谷
1 0

機 械 化

バ ッ チ 式

昭 和

53 . 4
2 , 1 3 0 0 . 9 7 1 88

大 山 町
大 山 町環境

美化セ ン タ ー
大 山 町 豊 房 1 2

機 械 化

バ ッ チ 式

昭 和

56 . 1
1 , 4 6 9 0 . 4 3 1 3 6

名 和 町
名 和 町

塵芥処理場

名 和 町 大 字 大 塚

8 7 7 -‐ 2

3
固 定

バ ッ チ 式

昭 和

44 . 4
7 0 0 0 . 7 5 52

5
機 械 化

ハ ッ チ 式

昭 和

51 . 4
1 , 5 5 9 1 . 0 0 1 1 7

中 山 町
中 山 町

清掃セ ン タ ー

中 山 町 羽 田 井

1 4 1 9 32 4
7 れ7

平 成

3 . 5
7 9 6 0 . 6 4 80

日 野 町
日 野 町

塵芥処理場
日 野 町 黒 坂 1 8 7

3
固 定

バ ッ チ 式

昭 和

45 . 7
4 0 1 0 . 4 5 7

5
機 械 化

パ ン チ 式

昭 和

53 . 4
8 0 4 0 . 5 4 3

日 南 町
日 南 町

清掃セ ン タ ー

日 南 町 下 石 見 字

九 畝 田
1 0

機 械 化

バ ッ チ 式

平 成

2 6
6 1 4 0 . 4 4 1 78

江 府 町
江 府 町

塵芥処理場
江 府 町 江 尾 4 7 5 5

機 械 化

バ ッ チ 式

昭 和

54 . 4
1 , 3 9 4 0 . 9 1 6 7

溝 口 町
溝 口 町

清掃セ ン タ ー
溝 口 町 福 島 1 0 れッ

平 成

元 . 4
1 , 3 1 8 0 . 5 7 1 6 3

。十 9 1 7 // 184 , 7 4 3/20 , 0 1 8

(平成 5 年 3 月 末現在)

設置主体名 処理場名 型 式

A

公称能力

( t / 日 )

稼働開始

年 月

B域4鰭
年間処理
実 績

( t / 年 )

資 源

化 量

C

稼 働 日 数

中 部広域行政

管 理 組 合

向 山

清 掃 工 場
圧縮 ･ 破砕併用 50

昭和

48 . 4
1 , 248 253 2 72

西 部広域行政

管 理 組 合

岸 本 中 間

処 理 場
圧縮 50

平成

元 . 1
10 , 440 O 2 7 6

。十 100/ 11 , 688 253

表1 31 粗大 ご み処理施設
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収集 さ れた廃棄物は 、 可能な 限 り 焼却 、 破砕等の中間処理を行 っ た後、 最終処分場において埋立処

分 さ れて い る が 、 市町村が一般廃棄物を埋立処分 して い る 最終処分場は表132 の と お り で あ り そ の

残余容量の合計は平成 4 年度末で約21万が と な っ て い る 。

一方 、 平成 4 年度中に最終処分場に埋立処分 さ れた一般廃棄物は約10万ぜ と な っ て い る 。

従 っ て 、 最終処分場の残余容量の合 。十 と 年間埋立処分量か ら み て 、 平成 4 年度末におい て 2 年間程

度の処分が可能な状況 と な っ て い る が 、 ご みの量が増加す る 一方で最終処分場の設置が年々 困難 と な っ

て き て い る ので 、 。十画的 な最終処分場の確保 と と も に 、 ご み の減量化を強力 に推進す る こ と が必要で

あ る 。

(平成 5 年 3 月 末現在)表1 32 一般廃棄物最終処分場整備状況

設置主体名 最終処分場名 所 在 地

埋立て

開 始

年 月

埋立て

終了予

定年月

面 積

(寸)

全 体

容 量

(が)

4 年度
埋立て

実 績

(mツ年)

残 余

容 量

(が)

東部広域行政

管 理 組 合
末恒不燃物処理場

鳥取市伏野

2228

昭 和

5 9 4

平 成

9 3
42 , 200 450 , 90 0 35 , 1 55 1 49 , 33 9

岩 美 町
岩 美 町 清 掃

工 場 灰 捨 場

岩美町大字恩志

字奥飯部
5 3 . 9 8 . 3 950 5 , 70 0 363 600

国 府 町 こ く ふ 浄 苑
国府町大字岡益

524
4 6 . 1 2 7 . 3 950 4 , 57 5 0 1 1 4

河 原 町 河原町ごみ埋立地
河原町大字中井

437
4 7 . 4 9 . 3 5 , 7 00 1 7 , 1 00 1 , 5 56 8 , 34 4

若 桜 町
若 桜 町 営

不 燃 物 処 理 場
若桜町大字浅井 4 6 . 4 7 . 3 4 , 55 3 22 , 7 65 85 0 3 98

中部広域行政

管 理 組 合
東 伯 埋 立 地 東伯町大字田越 4 9 . 1 2 1 0 3 8 , 000 74 , 00 0 20 , 300 3 1 , 50 0

環境プ フ ソ ト
工業株式会社

西部広域行

政管理組合

業 務 委 。

環境 プ フ ソ ト 工 業

三艘廃棄物最終処分場

淀江町大字小波

字泉原
6 4 1 6 3 20 , 7 4 1 1 2 1 , 7 3 2 40 , 000 1 5 , 00 0

境 港 市 不 燃 物 埋 立 地 境港市波町119 4 6 . 5 6 . 3 1 0 , 0 1 0 70 , 96 2 1 , 7 74 2 , 8 1 7

。十 93 , 1 0 4 767 , 73 4 99 , 9 98 208 , 1 1 2
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( 3 ) 浄 化 槽

近年 、 生活水準の 向上、 生活様式の変化等に伴 し ･ 、 便所の水洗化への要望がた か ま り 県内 の浄化

槽の設置基数 も 図 18 の と お り 毎年約2 , 000基程度増加 し て お り 、 平成 5 年度末に は43 , 286基を教え て

い る 。

こ れ ら の浄化槽が所期の機能を発揮す る た め に は 、 設置工事 、 保守点検 ･ 清掃等を適正に実施す る

こ と が必要であ る が 、 こ の専門的な知識、 技能 、 経験を有 し て い る 業者 と し て法律及び条例の規定に

よ り 知事の登録等を受けた浄化槽工事業者及び浄化槽保守点検業者の数は表134 、 表135 の と お り で あ

る 。 ま た 、 台所排水な どの生活雑排水に よ る 湖沼 、 河川の汚濁が進んでい る が 、 し 尿 と併せて生活雑

排水を処理で き る 合併処理浄化槽は 、 下水道未普及地域におけ る 生活雑排水対策 と し て有効であ る 。

こ の た め県 に お いて は 、 指導要綱に よ り 県下全域、 処理対象人員が5 1人以上の浄化槽を設置す る 場

合には合併処理浄化槽 と し な ければな ら な い こ と と し て い る 。

し か し 、 県内 に設置 さ れて い る 浄化槽の大部分が家庭用の小規模な も ので あ る こ と か ら 、 家庭用浄

" 化槽につ いて も 合併処理浄化槽の普及を 図 る こ と が課題 と な っ て い る 。

こ の た め 、 合併処理浄化槽の生活雑排水対策上の有効性の啓発に努め る と と も に 、 平成 2 年度 か ら 、

国庫補助 と 併せて合併処理浄化槽設置に対す る 県費補助 を行 っ て お り 、 平成 4 年度か ら補助対象区域

を全県下に拡大 し 、 合併処理浄化槽の設置推進に努めて い る と こ ろ で あ る 。

図18 浄化槽設置基数の推移

単位 基

40 , 00O

30 , 000

26 , 142
　 　　

22 , “7

加 , 315
20 , 000

O

昭57 58 59 60 6 1 62 63 平元 2 3 4 5
和年 成
度 〃 " " " " “ " " " " "
末
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表133 保健所別浄化槽設置基数 (平成 6 年 3 月 末現在 )

人槽 ＼＼~＼遜健所 鳥 取 郡 家 倉 吉 米 子 根 雨 。十

~ 2 0 1 2 , 2 6 8 2 , 5 5 7 6 , 75 1 1 3 , 86 6 698 36 , 1 37

2 1 ~ 5 0 1 , 3 6 7 2 5 3 9 80 1 , 86 6 1 47 4 , 6 1 3

5 1 ~ 1 0 0 447 108 342 627 67 1 , 5 9 1

1 0 1 () 2 0 0 1 4 8 32 1 2 1 2 02 2 3 526

2 0 1 () 3 0 0 57 1 9 52 70 1 2 2 1 0

3 0 1 () 5 0 0 36 1 0 30 40 7 1 2 3

小 。十 1 4 , 3 2 3 2 , 97 6 8 , 27 6 1 6 , 67 1 954 43 , 2 0 0

5 0 1 () 1 , 0 0 0 24 3 7 29 1 64

1 , 0 0 1 () 2 , 0 0 0 4 1 6 2 1 3

2 , 0 0 1 () 3 , 0 0 0 1 4 5

3 , 0 0 1 () 4 , 0 0 0 2 2

4 , 0 0 1 ~ 1 1 2

小 。十 30 4 7 42 3 86

合 。十 1 4 , 353 2 , 980 8 , 28 3 1 6 , 7 1 3 957 43 , 2 8 6

表1 34 浄化槽工事業者数

項 目 登 録 業 者 届 出 業 者 合 。十

業 者 数 17 207 224

(平成 6 年 3 月 末現在)

表1 35 浄化槽保守点検業者数 (平成 6 年 3 月 末現在)

保 健 所 名 鳥 取 郡 家 倉 吉 米 子 根 雨 合 。十

業 者 数 20 1 8 32 3 64

伍) 業者数 と は 、 主た る 営業所の所在地に よ る 。
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(4 ) 監視 ･ 指導状況

廃棄物処理法第19条並びに浄化槽法第53条に基づ く 立入検査状況は次表の と お り であ る 。

表136 廃棄物関係監視 指導状況 (平成 5 年度)

＼
一 般 廃 棄 物

下 榮
水 鎧
道 漿 合話し尿処理施設 浄化槽 み処理施設

粗 処

大 理

ご 施

み 没p その他 小計
立 入 検査 件 数 89 73 1 83 5 50 958 56 1 , 0 14

理化学検査件数 83 409 76 0 83 606 54 660

2 減量化対策

改正 さ れた廃棄物処理法では 、 排出 さ れた廃棄物を焼却等中間処理 し 、 最終処分す る な ど 、 い か に

〆 し て処理す る か と い う 従来の廃棄物処理の考え方を転換 し 、 減量化や資源化 、 再生利用 を国民、 事業
　

者等関係者の責務 と し て 明示 し た ほ か 、 市町村に廃棄物減量等推進審議会の制度が新設 さ れ る な ど減

量化を進め る た め の諸施策が整備 さ れた 。

ごみ の減量化 、 資源化は 、 住民、 事業者、 行政の三者が一体 と な っ て取 り 組むべ き重要課題であ る 。

県では 、 ご み の減量化、 資源化を広域的に進めて い く ため 、 平成 5 年 3 月 に 、 ① ごみ の排出抑制、

②資源回収の推進、 ③再生品利用の推進、 ④啓発普及、 ⑤減量化、 ! サ イ ク ル推進体制の確立を基本

方針 と す る ｢ ご み減量化 ･ j サ イ ク ル推進に関す る 基本 。十画｣ を策定 し た 。

こ の 。十画では 、 住民 、 事業者 、 行政が果たすべ き役割を 明 ら か に し て お り 、 県では 、 。十画の具体的

実施に向 けて各種の施策を積極的に行 っ てい く と と も に 、 広 く 県民に啓発 、 普及を図 っ て い く こ と と

し て お り 、 平成 6 年 3 月 に 、 住民、 事業者 、 行政に よ っ て構成す る ｢鳥取県 ご み減量化 リ サ イ ク ル

推進協議会｣ を 設置 し た と こ ろ であ る 。

第 2 節 産業廃棄物

1 産業廃棄物の現況

事業活動に伴 っ て排出 さ れ る 産業廃棄物は 、 生産活動の拡大に よ り 増加の一途 を た ど り 、 ま た 、 質

的 に も 多様化す る 状況に あ る 。

ま た 、 産業廃棄物処理施設の設置に当た っ て 、 地元住民等の理解を得 る こ と が 困難 な場合 も 多 く 、

処理施設の確保難や不法投棄な と の不適正処理が問題 と な る な ど 、 産業廃棄物を め ぐ る 状況は 、 極め

て深刻な も の と な っ て い る 。

こ う い っ た状況の な かで 、 平成 3 年10月 に 、 廃棄物処理法が全面改正 さ れた と こ ろ で あ り 、 県では

新 し い法秩序の も と で 、 こ れ ら の課題に適切に対応す る た め に 、 昭和57年に策定 し た第 2 次鳥取県産
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業廃棄物処理。十画 を見直 し 、 ｢排出事業者処理責任に よ る 適正処理の推進｣ 、 ｢減量化 ･ 再資源化等

の推進｣ な ど を主眼 と し た第 3 次鳥取県産業廃棄物処理。十画 を平成 4 年 3 月 に策定 し た と こ ろ で あ る 。

1 l ( 1 ) 産業廃棄物の発生状況

平成 2 年度に実施 し た産業廃棄物実態調査 (以下 ｢実態嗣査｣ と い う 。 ) に よ る と 、 平成元年にお

け る 県内の産業廃棄物の推。十発生量は 、 2 , 956 , 060 ト ン で 、 業種別比率は 、 農業39 . 2% 、 鉱業24 . 5% 、

　 　　　　　　　　　　　　　　 　　
　

ー 平成元年の産業廃棄物発生量を昭釆ロ55年 と 比較す る と 、 全体 と して 3 . 8%増加 し て い る 。 種類別 に
み る と 汚で い は若干減少 して い る も の の 、 家畜ふ ん尿 、 建設廃材が増加 して お り 特 に建設廃材の増

電気･ ガス ･水道業 その他 木 くず その他

難諜 2･ 8 % o . 3 % 建』薮9 % 4･ 7 %9 . 2 %

発生量 農 業 発生量 汚でい
蕪数,郷劔り年 39･ 2 % 2 '黎耕瀞 46･ 6 %1 00 . 0 %

鉱 業 家畜ふん尿
24. 5 % 39 . 2 %

図 1 9 業種別発生量 図 20 種類別発生量

(平成元年 農業を含む 。 ) ( 平成元年 農業 を含む 。 )

2 849 千 ト ン ( 1 0 0 %) 2 , 9 5 6 千 ト ン ( 1 0 0 % )

そ の他

建設廃材

1 9 5 ( 6 6 )

、 26 ( 7 6 )

9 2 ( 6 7

33 1 2

9 1 7 ( 3 2 2 )
1 1 5 8 ( 3 9 2 ) 家 畜 ふ ん尿

1 , 7 07 ( 5 9 9 )
1 37 7 ( 46 6 ) 汚で い

昭和 5 5 年 平成元年

図 21 産業廃棄物発生量の 昭和5 5年 と の比較 (農業 を含む 。 )
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発 生 量 有 価 物 量

1 7 94 , 748 9 9 , 4 0 0

( 1 0 0 0 % ) ( 5 5 % ) 有効利 用 量 再 (生 ) 利 用 量

1 1 0 , 7 83 1 8 6 , 3 3 2

( 6 2 % ) 減 量 化 量 ; ( 1 0 4 % )

〔 6 5 % 〕 1 2 2 1 1 7 0 ; 〔 1 1 0 % 〕

( 6 8 0% )

〔 7 2 0 % 〕 最 終 処 分 量

235 53 2

排 出 量 中 間処理量 残 渣 量 ( 1 3 1 % )

1 69 5 , 348 1 , 4 0 7 0 0 6 1 85 83 6 〔 1 3 9 % 〕

( 9 4 . 5 % ) ( 7 8 . 4 % ) ( 1 0 4 % )

〔 1 0 0 0 % 〕 〔 8 3 0 % 〕 〔 1 1 0 % 〕 保 管 量

4 627

( 0 3 % )

〔 0 3 % 〕

未 処 理 量 そ の 他 量

1 7 7 , 5 5 9 47 68 7

( 9 9 % ) ( 2 . 7 % )

5 ( ) は 発生量 “対す . 割合 □ ‐ ' % 〕 〔 ,"% 〕
〔 〕 は 排 出 量 に対す る 割合 図 22 産業廃棄物の発生及び処理 ･ 処分状况

(2) 産業廃棄物の処理 ･ 処分状況

実態掲査に よ っ て推定 さ れた産業廃棄物の処理 処分状況は図22の と お り で あ る 。

(3) 排出量の将来予測

実態掲査か ら 、 本県の産業廃棄物排出量 (農業を除 く 。 ) の将来予測を み る と 、 排出量は 、 今後 も

増大 し 、 平成12年には 、 平成元年の1 , 695 , 348 ト ン の約1 . 1 2倍の 1 , 899 , 767 ト ン に達す る も の と 予測 さ

れ る 。
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製造業

37 8

業

4 1 . 8

業

35 4

そ の他

木 く ず
2 6

建長廃材
1 2 . 7

汚でい

80 6

その他
5 . O

く ず
2 3

汚てい

7 9 . 6

平成元年 平成 1 2年

1 6 95 , 3 48 t /年
( 1 0 0 0 )

図 23

1 , 8 9 9 7 67 t /年
( 1 00 0 )

業種別将来予測量

(農業を除 く 。 )

平成元年 平成 1 2年

1 , 695 , 3 48 t /年
( 1 0 0 0 )

図 24

1 , 89 9 , 76 7 t /年
( 1 0 0 . 0 )

種類別将来予側量

(農業 を除 く 。 )

(4) 産業廃棄物処理案の許可の現況

産業廃棄物の処理を業 と し て行お う と す る 者は 、 当該業を行お う と す る 区域を管轄す る都道府県

知事の許可を受けな ければな ら な い が 、 本県にお け る 許可の現況は表137の と お り で あ り 産業廃

棄物処理業者の平成 3 ~ 5 年度事業実績は表138の と お り で あ る 。
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(平成鞍 , 口 “現在)表1 37 産業廃棄物処理業者の 。午可の現況

業 の 種 類 産業廃棄物処理業
特 別 管 理 産 業

廃 棄 物 処 理 業
。十

県内業者
収 集 ･ 運 搬 9 4 1 0 1 0 4 ( 9 4 )

中 間 処 理 1 1 2 ( 2 )

最 終 処 分 4 O 4 ( 4 )

収 集 ･ 運 搬 、 中 間 処 理 2 3 P 4 2 7 ( 2 3 )

収 集 ･ 運 搬 、 最 終 処 分 1 5 O 1 5 ( 1 5 )

収 集 ･ 運 搬 、
中 間 処 理 、 最 終 処 分

5 O 5 ( 5 )

小 口十 1 4 2 1 5 1 5 7 ( 1 4 4 )

県外収集 ･ 運搬業者 1 3 1 3 8 1 6 9 ( 1 3 6 )

合 。十 2 7 3 5 3 3 2 6 ( 2 8 0 )
′砂

備考(1 ) 特別管理産業廃棄物処理業 と は 、 産業廃棄物の う ち 、 爆発性、 毒性、 感染性その他の人の健

康 ま た は生活環境に係 る 被害を生ず る お それが あ る 性状を有す る ｢特別管理産業廃棄物｣ を

取扱処理業者であ り 、 産業廃棄物処理業者 と は 、 ｢特別管理産業廃棄物｣ 以外の産業廃棄物

を取 り 扱 う 処理業者であ る 。

(2) 。十 の ( ) 内 は 、 産業廃棄物処理業 と 特別管理産業廃棄物処理業の 。午可 を併せ持つ処理業者

を差 し 引 い た実業者数であ る 。

表1 38 産業廃棄物処理業者の事業実績

区 分
処 理 実 績 ( t / 年 )

平 成 3 年 度 平 成 4 年 度 平 成 5 年 度

収 集 ･ 運 搬 量 8 7 , 9 1 9 1 5 9 , 4 9 5 1 2 5 , 4 9 6

中 間 処 理 量 2 8 , 1 4 9 3 7 , 5 5 9 8 0 , 7 4 8

最 終 処 分 量 4 3 , 5 5 8 6 8 , 4 3 6 5 9 , 5 2 2

( 5 ) 産業廃棄物処理施設の 。没置状況

① 中間処理施設の設置状況

発生 し た産業廃棄物は事業者又は産業廃棄物処理業者の設置す る 中間処理施設に よ り 可能な限

り 減量化 さ れ る が 、 こ れ ら の 中間処理施設の う ち一定規模以上の も の に つ い て は ｢産業廃棄物処

理施設｣ と して 。午可 を受け る こ と と さ れて お り 県 内 の 。午可施設設置状況及びそ の処理実績は表

139 の と お り で あ る 。
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表139 中間処理施設の設置状況 (平成 6 年 3 月 末現在)

施 設 の 種 類 施 設 数 処 理 能 力 平成 5 年度処理実績

汚 泥 の 脱 水 施 設
24

( 3 3 )
3 , 5 7 4 nns / 曰

く 3 , 6 1 1 )
4 8 7 , 0 3 7 t

( 4 9 2 , 8 5 8 )

汚 泥 の 乾 燥 施 設 ( あ
84 rガ ノ 日

( 1 0 2 )
4 , 7 9 8 t

( 4 , 7 9 8 )

汚 泥 の 焼 却 施 設
4

( 5 )
1 5 5 が / 日

( 1 5 7 )
3 5 , 8 9 2 t

に 3 6ユ 0 1 9 )

廃 油 の 油 水 分 離 施 設
1

( 2 )
4 0 nコソ 日

( 4 6 )
7 , 2 0 o t

( 7 . 2 2 1 )

廃 油 の 焼 却 施 設 て 8 )
8 ば / 日

( 82 ( ま き 8 )t
廃 プ フ ス チ ッ ク 類の破砕施設

1

鑑識
2 1 t / 日

( 2 6 ) ( 5 8 )t
廃 プ フ ス チ ッ ク 類の焼却施設 “)

1 9 t / 日
( 1 9 . 3 )

2 , 1 6 4 t
‘ 2ユ 7 3 3 )

シ ア ン 化 合 物 の 分 解 施 設 8 5 1 . 2 ゴ ノ 日 1 3 , 3 2 5 t

木 く ず の 焼 却 施 設 ( ミ )
1 2 1 t / 日

( 1 2 3 )
5 , 8 6 8 t

( 6.L 1 7 0 )

圏 ( ) 内 は 、 許可規模未満の処理施設で県で把握 し て い る も の を含む。

② 最終処分場の設置状況

発生 し た産業廃棄物は 、 中間処理に よ り 可能な限 り 減量化 さ れた後、 最終処分場におい て埋立

て処分 さ れて い る が 、 事業者及び産業廃棄物処理業者が設置す る 最終処分場の設置状況は表140

の と お り であ る 。

表140 最終処分場の設置状況 (平成 6 年 3 月 末現在)

設 置 主 体 施 設 数 平成 5年度の処理実績

事 業 者
4

( 5 )
1 , 6 8 3 t

( 3ユ 0 7 7 )

産 業 廃 棄 物 処 理 業 者
珍 捻

氏3 0 )
5 1 , 0 5 2 t

( 6 0 , 1 7 2 )

合 。十 考富 52 , 7 3 5 t
( 6 3 , 2 4 9 )

園 ( ) 内 は 、 許可規模未満の処理施設で県で把握 し て い る も の を含む。

(6) 監視 ･ 指導状況

産業廃棄物関係の監視 ･ 指導状況は表141 の と お り で あ る 。

表141 産業廃棄物関係監視 ･ 指導状況 (平成 5 年度)

立 入 場 所 立 入 検 査 件 数 理化 学 検査 件 数

排 出 事 業 所 2 7 0 2 5

産 業 廃 棄 物 処 理 業 者 6 1 4

中 間 処 理 施 設 1 0 4 1 2

最 終 処 分 場 3 2 6 1 3 3

そ の 他 2 5 9 6 0

合 。十 1 , 0 2 0 2 3 4
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2 産業廃棄物処理対策

(1 ) 産業廃棄物処理。十画の基本方針

県内で発生す る 産業廃棄物を適正に処理す る こ と は 、 産業活動の 円滑な推進のみでな く 、 生活環境

の保全及び公衆衛生の 向上を 図 る う え で 、 極めて重要であ り 、 第 3 次鳥取県産業廃棄物処理。十画では

次の事項を本 。十画 に よ る 産業廃棄物処理の基本方針 と し て い る 。

ァ 事業者処理責任に基づ く 適正処理の推進

事業者は 、 そ の事業活動に よ っ て排出す る 産業廃棄物を 、 自 ら の責任 と 負担にお いて適正に処

理 し な ければな ら な い 。

事業者は 、 産業廃棄物処理業者 (以下 ｢処理業者｣ と い う 。 ) への委託に よ り 産業廃棄物を処

理す る 場合であ っ て も 、 産業廃棄物が適正に処分 さ れ る ま で、 そ の産業廃棄物に責任を持た な け

ればな ら な い 。

処理業者は 、 受託 し た産業廃棄物を適正に処理 し な ければな ら な い 。

/ イ 減量化 ･ 再資源化等の推進

事業者は 、 生産工程の改善等に よ り 産業廃棄物発生量の抑制に努め る と と も に 、 事業者及び処

理業者は 、 積極的に資源化 ･ 有効利用 を促進 して 、 処理必要量の減量に努め る も の と す る 。

事業者及び処理業者は 、 産業廃棄物の処理に当 た っ て は 、 適切な中間処理に よ り 極力減量化を

図 る と と も に 、 安定化 、 無害化に努め る も の と す る 。

ウ 最終処分場等必要な産業廃棄物処理施設の確保

事業者及び処理業者は 、 周辺環境等に配慮 し た設置。十画の も と に 、 県民の理解 と 協力を得な か

ら 、 最終処分場等必要な産業廃棄物処理施設の確保を 図 る も の と す る 。

県及び市町村は 、 生活環境の保全及び公衆衛生の 向上を図 る と と も に 、 産業の育成振興を図 る

観点か ら適正な産業廃棄物処理施設の確保につ い て協力す る も の と す る 。

ェ 県が関与 し た産業廃棄物処理施設の検討

県は 、 県内で発生 し た産業廃棄物の適正処理を確保す る ため 、 公共関与に よ る 産業廃棄物処理

の実施方策につ いて検討を行い 、 必要な施策を講 じ る よ う 努め る も の と す る 。

オ 不適正処理防止対策の強化

県は 、 市町村の協力 を得な が ら 、 産業廃棄物処理に関す る 監視 指導や不法投棄パ ト ロ ー ル な

ど不適正処理防止対策の強化に努め る も の と す る 。

(2) 産業廃棄物処理対策

産業廃棄物の適正処理を 図 る た め 、 第三次鳥取県産業廃棄物処理。十画 を基本 と し た各種の施策を推

進 して い る 。

ア 事業者 、 処理業者への指導 、 監督

事業者及び処理業者に対 し て 、 排出事業者処理責任の 明確化 、 排出量の抑制 減量化 、 再生資

-151-



源化の推進及び適正処理の確保等について助言 、 指導、 監督の強化を図 り 産業廃棄物の適正処

理を推進 して い る 。

イ 産業廃棄物処理指導要綱の施行

県内 の産業廃棄物を適正に処理す る た め に は 、 そ の地域の実情に応 じ た処理施設の確保が重要

であ る 。

こ の た め 、 県では 、 産業廃棄物処理施設の設置を め ぐ っ て の設置予定者 と地域住民等 と の紛争

の防止に努め 、 地域 と共存 し た処理施設の確保を図 る た め 、 ｢鳥取県産業廃棄物の処理に関す る

指導要綱｣ 及び ｢産業廃棄物処理施設等の立地環境に関す る 指針｣ を策定 し 、 平成 4 年 4 月 1 日

か ら施行 し た 。

こ の要綱では 、 処理業者等が行 う 処理施設の設置及び維持管理に関 し必要な事項を定め る と と

も に 、 県外産業廃棄物の搬入に係 る 事前協議制度を規定 し 、 搬入産業廃棄物の厳正な管理を 図 っ

てい る 。

ま た 、 平成 5 年度には 、 こ の要綱の 円滑な運用を 図 る ため 、 ｢産業廃棄物最終処分場の構造指

針及び維持管理指針｣ を策定 し 、 平成 6 年 6 月 1 日 か ら 施行 し た と こ ろ で あ る 。 今後は 、 こ の指

針に基づ き最終処分場の適正な設置及び管理を確保す る よ う 処理業者等を指導 し て い く こ と と し

て い る 。

ウ 医療廃棄物の適正処理対策

病院、 診療所、 衛生検査所等の医療関係機関か ら排出 さ れ る 医療廃棄物につ いては 、 感染事故

の発生につ な が ら な い よ う 滅菌等の処理が完全に な さ れ なければな ら な い 。

県では 、 厚生省 か ら示 さ れ た ｢医療廃棄物処理ガイ ド フ ィ ン ｣ を基本 と し て平成 2 年 2 月 に

｢鳥取県医療廃棄物処理指導指針｣ を策定 し 、 医療廃棄物の適正処理に努めて き た 。

さ ら に 、 平成 3 年10月 の廃棄物処理法の改正に伴い厚生省か ら示 さ れた ｢感染性廃棄物処理マ

ー ュ ァ ル｣ に基づ き 、 新た に ｢鳥取県医療廃棄物適正処理指針｣ を策定 し 、 平成 5 年 4 月 1 日 か

ら 施行 し 、 適正処理を推進 して い る 。

ェ 不法投棄対策の推進

全国的な最終処分場の不足や道路交通網の整備に伴い 、 本県において も 産業廃棄物の不法投棄

の増大が懸念 さ れて い る と こ ろ で あ る が 、 こ の産業廃棄物の不法投棄の早期発見及び未然防止を

図 る た め 、 ｢産業廃棄物不法投棄民間監視員制度｣ を平成 3 年 2 月 に設置 し た 。

監視員 は 、 市町村長の推薦に よ り 知事が委嘱 (市及び 日 南町 2 名 、 町村 1 名 ) し て お り 、 月 に

2 日 間 、 担当市町村の区域におけ る パ ト ロ ー ル活動に当た っ て い る 。

ま た 、 不法投棄事案の処理につ いて 、 市町村及び警察等関係機関 と の連絡体制を強化 し 、 投棄

者の究明 を行 う と と も に 、 投棄物の処理及び再発防止を図 る ため 、 平成 4 年 6 月 に ｢ 鳥取県産業

廃棄物不法投棄事案処理指針｣ を策定す る と と も に 、 投棄者不明 の場合の原状回復措置 と し て市
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町村への助成制度 を創設 し た 。

オ 公共関与に よ る 処理

近年 、 産業廃棄物につ いて は 、 民間事業者に よ る 最終処分場等処理施設の整備が困難 と な る と

と も に 、 不法投棄等不適正処理が増加す る な ど 、 産業廃棄物を巡 る 問題は社会問題 と な っ て い る 。

こ の様な状況の中で県では 、 平成 4 年度か ら 5 年度にか けて 、 専門の委員会を設置 し 、 公共が

関与 し た産業廃棄物処理の必要性、 公共関与事業の事業主体の形態等について検討を行 っ た 。

こ の結果、 公共が関与 し た産業廃棄物処理事業の必要性 と と も に 、 公共関与事業の事業主体は 、

排出事業者責任を最大限に履行で き る 官 (県 、 市町村) 民共同出資に よ る ｢第三セ ク タ ー方式｣

が望 ま し い等の報告が な さ れた と こ ろ であ る 。

県では 、 こ の報告を受けて 、 平成 6 年度に産業廃棄物処理のた めの第三セ ク タ ー の設立準備に

着手 し 、 平成 6 年12月 に ｢財団法人鳥取県環境管理事業セ ン タ ー ｣ が発足 し た と こ ろ で あ る 。

今後は 、 こ の セ ン タ ー を事業主体 と して 、 公共関与事業の具体的な推進を 図 っ て い く こ と と し

◎ て い る 。
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第 9 章 中小企業に対する貸付け

表142 鳥取県中小企業設備近代化金融資金制度 (平成 5 年度)

貸 付 対 象 中 小 企 業 者 又 は 事 業 協 同 組 合 等

対 象 施 設

貸 付 限 度 額

貸 付 利 率

返 済 方 法

取 扱 金 融 機 関

土地、 建物、 構築物、 機械設備

5 , 000 万円以内 (組合等 5 , 000 万円以内 )

年 5 . 0%以内 (保障付の場合年 4 . 6%以内 )

12 年以内 ( 2 年以内の据置 き を含む。 )

県指定金融機関

表143 公害防止資金貸付実績

年 度 貸 付 件 数 貸 付 金 額

昭和5 9

6 0

6 1

6 2

6 3

平 成 元

2

3

4

5

1 件

2

O

8

0

1

3

2

1

0

3 , 0 0 0 万円

3 , 5 0 0

1 4 0 7 8

1 5 0 0

6 3 2 0

3 8 3 0

5 0 0 0

表144 施設別貸付実績

＼＼逸遊リ年度

汚 水 処 理 施 設 ぽい じ ん 防止施設 そ の 他

件 数 貸 付 金 額 件 数 貸 付 金 額 件 数 貸 付 金 額

昭 和 5 9

6 0

6 1

6 2

6 3

平 成 元

2

3

4

5 12一8一13210
3 , 0 0 0

3 5 0 0

1 4 0 7 8

1 5 0 0

6 3 2 0

3 8 3 0

5 0 0 0

II
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(2 ) 中小企業近代化資金等助成法に よ る 設備近代化資金 (無利子) に よ る 貸付け

表145 中小企業設備近代化資金貸付実績

年 度 件 数 金 額 対 象 施 設

昭 和 5 8

5 9

6 0

6 1

6 2

6 3

平 成 元

2

3

4

5

*し 件
2

5

1

2

万円

8 7 3

7 , 3 8 6

1 , 1 5 0

1 , 9 8 0

汚水処理施設

汚水処理施設

汚水処理施設

汚水処理施設、 産業廃棄物処理装置

(3 ) 中小企業金融公庫 、 国民金融公庫に よ る 貸付け

表146 中小企業金融公庫、 国民金融公庫に よ る 貸付実績

＼＼＼~逕態年度

中小企業金融公庫 国 民 金 融 公 庫

件 数 金 額 件 数 金 額

昭 和 5 8

5 9

6 0

6 1

6 2

6 3

平 成 元

2

3

4

5

1 件

2

4

2

2

2

3

2 , 0 0 0 万 円

9 , 0 0 0

2 1 , 0 0 0

3 , 4 0 0

3 , 5 0 0

6 , 0 0 0

1 5 , 0 0 0

一 件

1

2

1

一 万 円

1 0 0

8 3 0

8 5 0

( 産業公害防止貸付 ) ( 公 害 貸 付

(4) 環境事業団貸付け

表147 環境事業団貸付実績

年 度 件 数 金 額 対 象 施 設

昭 和 5 8

5 9

6 0

6 1

6 2

6 3

平 成 元

2

3

4

5

、 件

> 該当 な し

2

万円

2 4 , 7 0 0 産業廃棄物処理施設、 汚水処理施設
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第10章 公害紛争処理 公害苦情等

第 1 節 公害紛争処理制度の現況

公害をめ ぐ る 紛争は 、 因果関係の解明 が困難な と こ ろ か ら 、 公害の裁判 に よ る解決に膨大な時間 と 費

用 を要す る のが実情であ り 、 し か も 公害の被害は単に財産上の被害に と ど ま ら ず 、 人の健康 、 生命に及

ぶ場合 も 少な く な く 、 ま た 、 被害者は比較的弱い立場にあ る 一般住民であ る のが通例であ る 。

こ の た め 、 訴訟 と は別 に紛争を早期 に解決す る こ と を 目 的に 、 昭和45年に公害紛争処理法 (昭和45年

法律第108号) が制定 さ れた 。

こ の法律に規定す る 紛争処理の方法は 、 あ っ せん 、 覊停、 仲裁並びに裁定 と な っ て お り 、 紛争処理機

関は 、 中央機関 と都道府県 と が あ り 、 都道府県の機関については 、 常設の審査会方式の機関 と紛争処理

に あ た る べ き候補者を あ ら か じ め委嘱 し て お く 名簿方式をがあ る 。

本県の場合は 、 名簿方式を採用 し 、 公害審査委員候補者13名 を お き 、 公害紛争事件が 申請 さ れた場合

は 、 知事が候補者の中か ら 3 人の委員を指名 し 、 公害紛争の処理に あた る体制を と っ て い る 。

第 2 節 公害苦情受理処理状況

1 公害苦情受理状況 (県、 市町村新規受理分)

( 1 ) 平成 5 年度 に おけ る 本県の公害苦情受理件数は129件で あ り 平成 4 年度132件に比べ 3 件減少 し

て い る 。

(2) 年度別公害苦情種類別受理件数は 、 次の と お り で あ る 。

、、、、、 年度
、、、、、
遥# 、、、、、公害の種類

昭 和 6 3 平 成 元 平 成 2 平 成 3 平 成 4 平 成 5

大 気 汚 染 1 6 2 9 1 8 9 1 3 9

水 質 汚 濁 3 0 1 8 4 1 2 1 1 9 2 5

騒 音 4 6 3 2 2 5 1 2 1 8 1 2

振 動 2 2 1 2 1

悪 臭 2 4 3 3 1 9 1 2 1 9 2 2

土 壌 汚 染

そ の 他 3 8 3 1 3 7 9 8 6 1 6 0

。十 1 5 6 1 4 5 1 4 1
L 1 5 2

1 3 2 1 2 9

公害の種類別苦情は 、 平成 5 年度受理件数では 、 水質25件 ( 1 9% ) 悪臭22件 ( 17%) 騒音12
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件 ( 9 %) 、 振動 1 件 ( 1 %) 、 大気汚染 9 件 ( 7 % ) 、 そ の他60件 (47% ) と な っ て い る 。

(3) 受理件数の多い市町村は 、 米子市42件 (前年度46件 ) を最高に 、 境港市14件 (前年度16件 ) 日 吉

津村 9 件 (前年度 5 件) 鳥取市 7 件 (前年度10件) の順 と な っ て お り ほ と ん どが市部に集中 し て

い る 。

2 公害苦情の処理状況

平成 5 年度におけ る 公害苦情件数129件中解決 し た も の 127件で 、 解決率は98% と な っ て い る 。

平成 5 生度の公害苦情種類別処理状況は 、 次の と お り であ る 。

＼＼＼匡諭公害の種類
受 理 件 数 A 解 決 件 数 B 解決率 堤 x則) %

大 気 汚 染 9 9 1 0 0

水 質 汚 濁 2 5 2 4 9 6

騒 音 1 2 1 1 9 2

振 動 1 1 1 0 0

悪 臭 2 2 2 2 1 0 0

土 壌 汚 染

そ の 他 6 0 6 0 1 0 0

。十 1 2 9 1 2 7 9 8

3 公害苦情の種類別発生源内訳

公害の発生源別では ･ 製造業20件 姫%) 、 家庭1 1件 ( 9 % ) 、避土木工事1oもめ 、 商店
飲食店 7 件 ( 5 % ) 、 畜産 7 件 ( 5 %) 、 修理工場 3 件 ( 2 %) 、 交通機関 2 件 ( 2 % ) 、 下水清掃

2 件 ( 2 %) 、 そ の他67件 (52% ) な ど と な っ て い る 。

＼種＼類＼~発~遡源ミ 製造業
修 理

工 場

建築士

木工事

交 通

機 関
畜産業

下 水

清 掃
家 庭

商 店

飲食店
その他 。十

大 気 汚 染 2 7 9

水 質 汚 濁 6 2 1 1 3 2 10 25

騒 音 5 1 2 2 2 1 2

振 動 1 1

悪 臭 6 1 1 4 1 2 7 22

土 壌 汚 染

そ の 他 1 7 1 5 5 4 1 60

。十 20 3 10 2 7 2 1 1 7 67 129

2
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表 1 48 平成 5 年度公害苦情件数＼ 新規 繰越 合。十 理
関

処
解

年
越

翌
繰
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ム
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?
&

‘
4 ^
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4 n
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在
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1
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〉
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表 1 49 公害の種類別件数 (新規)＼ 大気 水質 土壌 騒音 振動 悪臭 話 その他 合。十鳥取市 1
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第 3 節 企業の公害防止管理者等の設置

工場数 公害防止統括者
大 気 関 係

公害防止管理者

水 質 関 係

公害防止管理者

騒音関係公害防止管理者 粉じん関係公害防止管理者 振動関係公害防止管理者 公害防止主任管理者第一種 第二種 第三種 第四種 第一種 第二種 第三種 第四種
造 業 7

5

(4)

5

(5)

3

(2)

造 業 1
1

( 1 )

1

( 1 )
ll

業 2
2

(2 )
1

ll
1

製 造 業 1
1

( 1 )

1

( 1 )

紙 ･

造 業
2

2

( 2 )

1

(2 )
1

2

( 3)

1

( 1 )

造 業
12

5

( 5 )

1

( 1 )

1 1

( 1 0 )

1

( 1 )

造 業
16

7

( 8 )

2

(2 )

15

( 15)

業 3
3

(2 )

1

( 1 )

2

(2 )

2

( 1 )

造 業 8
7

( 4 )

1

( 1 ) ( 1 )

5

( 3 )

3

(2 )

4

( 3 )

製 造 業 1
1

( 1 ) ( 1 )
1

業 1 1 1
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54
35

(30 )

3

(2 )

1

( 1 )

2

( 1 )

22

(20 )

2

( 5 )

6

( 3)

3

(2)

5

(4)

16

( 16 )

6

(4 )

1

( 1 )｣

1 公害防止管理者等の。没置

昭和46年 6 月 に制定 さ れた

用件を備 えた特定施設を有す る

と に公害防止管理者を選任す る

公害防止統括者、 公害防止主

書防止管理者を選任 し て し ･ る

表150 公害防止管理者

業 種

⑧ 食 料 品

回 た ば こ

凹 繊 維

国 木 材 、 木 製 占

⑬ 鍼 君 ノ品 ‐
㈱ 薯 炭 製 黎
@産 石 製 淺
国 鉄 鋼

国 金 属 製 品

回 電 気 機 械 器

回 ガ ス
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